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上段：「定着達成」企業（N=2249）

下段：「定着未達」企業（N=1228）
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週休2日制の推進

労働時間短縮のための工程の

改善

機械化による作業の軽減

危険作業の機械化等による安

全確保

清潔な作業環境への改善

事前に作業計画を周知する

社会保険への加入

福利厚生の向上

社員寮の設置

職場の人間関係をよくする

仕事の内容に対応した賃金

能力や資格を反映した賃金

年齢・勤続年数に対応した賃金

月給制の導入

仕事を恒常的に確保する

将来のキャリアアップの道筋の

提示

技能教育の推進、資格取得の

支援

その他

特に取り組みを行っていない

無回答

(%)

若手の技能労働者が定着しない主な原因

■ 企業が考える若年技能労働者が定着しない理由 （複数回答）／
建設業離職者（離職時若年層）が仕事を辞めた一番の理由

■若年技能労働者を定着させるための取り組み（複数回答）

建設業離職者 建設業での仕事を辞めた

一番の理由

離職時若年層の建設業離職者（N=178）
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休みが取りづらい

労働時間が他の職業に

比べて長い

作業がきつい

作業に危険が伴う

作業環境が悪い

遠方の作業場が多い

社会保険の加入率が低い

福利厚生が乏しい

現場での人間関係が難しい

労働に対して賃金が低い

ひと月の仕事量によって

賃金額が変動する

雇用が不安定である

将来のキャリアアップの

道筋が描けない

入職前のイメージとの

ギャップがある

技能・技術の習得が乏しい

体の不調・体力的な問題

会社都合（倒産・リストラ等）

その他

無回答

(%)

企業　若年技能労働者が定着していない理由

「定着未達」企業

（N=1122）
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休みが取りづらい

労働時間が他の職業に

比べて長い

作業がきつい

作業に危険が伴う

作業環境が悪い

遠方の作業場が多い

社会保険の加入率が低い

福利厚生が乏しい

現場での人間関係が難しい

労働に対して賃金が低い

ひと月の仕事量によって

賃金額が変動する

雇用が不安定である

将来のキャリアアップの

道筋が描けない

入職前のイメージとの

ギャップがある

技能・技術の習得が乏しい

（若年技能労働者の）

職業意識が低い

技術が身についたら

独立する、家業を継ぐ

その他

無回答

(%)

厚生労働省「雇用管理現状把握実態調査（平成26年度）」厚生労働省「雇用管理現状把握実態調査（平成24年度）」 1



2

高校側が生徒を就職させたいと考える企業像

（注）人数の公表なし 出所：各高校の公表資料をもとに国交省作成（建設系以外の学科も含む）

◇戦略的広報推進協議会で実施した学校キャラバン対象校の特徴

民　間
【A】

公務員
【B】

進　学
【C】

その他
【D】

163 3 70 0 236

構成比 69.1% 1.3% 29.7% 0.0% 100.0%

122 2 83 10 217

構成比 56.2% 0.9% 38.2% 4.6% 100.0%

83 3 60 1 147

構成比 56.5% 2.0% 40.8% 0.7% 100.0%

121 1 59 0 181

構成比 66.9% 0.6% 32.6% 0.0% 100.0%

156 3 55 2 216

構成比 72.2% 1.4% 25.5% 0.9% 100.0%

Ｆ高校（注） 構成比 47% 6% 100% ・地元志向が強い

Ｅ工業

・地元志向が強い
・技能者としての就職が多い
・テレビの影響で大工の希望は多いが、３年生で履
　修する鉄筋工・型枠工の希望者は少ない

47%

Ｂ工業
・技術者、技能者は半々くらい
・最近は若干、技能者が多い

Ｃ工業

・地元志向が強い
・先輩（OB）がいる会社に就職する
・都市工学科は９割が就職
・就職先は鉄道系が多く、建設業関連は１／３程度

Ｄ工業

・地元志向が強い
・技術者、技能者は半々くらい
・ゼネコンからの求人も来るが、施工管理の教育が
　少ないことも影響し、希望者はほとんどいない

就職

合計
＝A+B+C＋D

備　　考

Ａ工業

・技能者としての就職が多い
・定期的に学校に来る企業に就職させている
　（接点のない企業には生徒を送らない）
・そもそも、建設会社からの求人が少ない

（単位：人）

○長崎県立工業高校教諭－労働条件の整備が必須
• 学校で生徒を推薦する建設業者の条件は、月給制及び社会保険を完備していることが必須条件となっている。
• 最近の学生は、学校の進路指導の先生が推薦したとしても、両親、特に母親の賛同しないと、学校が推薦した会社（建
設業界）に就職しない傾向にある。そこで、現場見学会にしても生徒だけでなく母親も参加できるよう工夫することも大切。

○千葉県立工業高校教諭－ミスマッチを防ぐ取り組み
• 授業の一部として、就職年次の生徒を建設現場に送りこみ、仕事のミスマッチ（１～３年での退職）を防ぐ取り組みを
行っている。就職した後の実際の仕事がイメージできるか否が大きなポイント。

取り組みのイメージ

生徒・学生・保護者・教員

外部有識者 行政

建設業界・行政等が一体となった戦略的な広
報活動

一般の方々

個別企業 業界団体 業界団体 個別企業

◯ 業界・外部有識者・行政をメンバーとして、広く一般の
方々を対象に建設業の魅力を発信する戦略的な広報活
動を推進。

◯ その一環として「工業高校・普通高校」に対して「学校
キャラバン」を行ってきている。～平成26年度：4校・5回、
平成27年度：4校・4回、平成28年度：4校・4回

（参考）戦略的広報推進協議会の概要
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雇用形態
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（参考） 製造業における雇用形態
・正規雇用 ７３％（675万人）
・非正規雇用 ２７％（253万人）

正規雇用

275

非正規雇用

65

役員

67

自営業主、家族従業者

92

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450 500

建設業就業者数：５００万人

雇用者（役員除く）：３４０万人

うち、正規雇用 ：２７５万人（８１％）

非正規雇用： ６５万人（１９％）

建設業における雇用形態について

（単位：万人）

※出所：総務省「労働力調査」を元に国土交通省で作成

※雇用形態については、「労働力調査」上、以下のように分類

正規雇用 ：正規の職員・従業員（一般的に、時期の定めのない、フルタイムの労働契約）

非正規雇用：パート（通常の正社員より短い労働時間）、アルバイト、契約社員（期間の定め

がある労働契約）、嘱託社員等上記以外
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技能労働者数 出来高

※出所：国土交通省「建設総合統計」、総務省「労働力調査」を元に国土交通省で算出

（万人） （億円）

建設技能労働者及び出来高の推移

○ 建設工事の技能労働者数は、工事量に応じて弾力的に変動。
○ 建設企業は建設投資の少ない閑散期における仕事量をベースに正規雇用を行い、繁忙期には非正規

雇用を中心に雇用を確保していると考えられる。

27万人

29万人
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雇用条件



1,600

1,700

1,800

1,900

2,000

2,100

2,200

年間実労働時間の推移

実労働時間及び出勤日数の推移（建設業と他産業の比較）

※ 厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成

（時間）

建設業

製造業

調査産業計

2007年度：2065時間

2015年度：2056時間

▲9時間

2007年度：1993時間

2015年度：1958時間

▲35時間

2007年度：1807時間

2015年度：1734時間

▲73時間

220

225

230

235

240

245

250

255

260
年間出勤日数の推移（日）

建設業

製造業

調査産業計

2007年度：256日

2015年度：251日

▲5日

2007年度：238日

2015年度：234日

▲4日

2007年度：233日

2015年度：224日

▲9日
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120
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200

220
年間所定外労働時間の推移

1,500

1,550

1,600

1,650

1,700

1,750

1,800

1,850

1,900

1,950

2,000
年間所定内労働時間の推移

所定内労働時間及び所定外労働時間の推移（建設業と他産業の比較）

※ 厚生労働省「毎月勤労統計調査」年度報より国土交通省作成

（時間）

建設業

製造業

調査産業計

2007年度：1937時間

2015年度：1891時間

▲46時間

2007年度：1795時間

2015年度：1768時間

▲27時間

2007年度：1675時間

2015年度：1603時間

▲72時間

（時間）

建設業

製造業

調査産業計

2007年度：128時間

2015年度：164時間

36時間

2007年度：198時間

2015年度：191時間

▲7時間

2007年度：132時間

2015年度：131時間

▲1時間
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建設業に係る労働時間規制

○ 使用者は、労働者の過半数で組織する労働組合等との労使協定を締結することにより、法定の労働
時間（１日８時間、週４０時間）を超えて労働させることが可能となる。（労働基準法第３６条。いわゆる「３
６協定」）

○ 時間外労働については、労働時間の延長を適正性を確保するため、厚生労働省の告示において１週
間１５時間、１ヶ月４５時間の上限が設けられている。

※上限に違反した場合であっても、罰則は無い。

※臨時的に上限を超えて時間外労働を行わなければならない特別の事情がある場合、労使で協定を結べば、上限
を超えた時間外労働を行うことが可能。（いわゆる「特別条項付き３６協定」）

○ 建設業については、事業の性質上、天候等の自然条件に左右されるため、時間外労働の上限規定が
適用除外とされている。

※事業全体が適用除外となっており、工事現場で実際の施工に携わる労働者のみならず、建設企業の本店・支店の
管理部門等に属する社員も適用除外となる。

法定労働時間
（１日８時間、週４０時間）

…全ての業種に適用

時間外労働
（３６協定の締結が必要）

【一般の業種】

・時間外労働の上限は、１週間１５時間、１ヶ月４５時間

・ただし、特別条項付き３６協定を締結すれば、上限を超えた
時間外労働が可能

【特定の事業・業務】
（工作物の建設等の事業、自動車の運転の業務、新技術・新商品等の研究開発の業務 等）

→時間外労働の上限は無し
9



週休２日の確保に向けたアンケートの実施結果

○直轄工事の元請・下請業者の技術者を対象に週休２日の取組に関し、現状の休日形態、賃金形態
等のアンケートを実施。

実施期間

平成２８年１１月２８日（月）～平成２８年１２月７日（水）

調査方法

地方整備局各事務所を通じて、週休２日モデル工事及び通常工事の受注者に対し依頼し、元請、下請業者の
技術者を対象とした。
回答は、特設のＷＥＢページに入力し、回収した。

回収数

総回収数 １，５６２件 （うち有効回答数 １，４７７件）
※週休２日モデル工事対象者：439人

週休２日モデル工事以外の対象者：1,038人 ※回答者平均年齢：約45歳

調査項目

発注機関と工事名 週休２日の必要性

元請技術者・下請技術者・技能労働者 望ましい休日形態

施工体制（元請、１次下請、２次下請・・・） 給与形態

職種 週休２日モデル工事の有無

休日形態（現状） 週休２日モデル工事と通常工事との収入の変化

10



元請

37.5%
下請

62.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

元請・下請

1次下請

78.9%
2次下請

20.0%

3次下請

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

下請の内訳

週休２日の確保に向けたアンケートの実施結果

○現在稼働している全国の直轄工事にアンケート実施。
○世代・立場を問わず幅広い者から回答を得た。

N=923

N=1477 N=1477
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46.4 

16.2 

43.6 

10.7 

28.0 

2.8 

40.1 

11.1 

10.4 

4.4 

3.7 

1.6 

2.2 

1.7 

6.7 

3.1 

3.1 

1.6 
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3.7 

7.8 

2.4 

5.2 

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

実態

望ましい

実態

望ましい

実態

望ましい

実態

望ましい

技
能

労
働

者
下

請
技

術
者

元
請

技
術

者
全

体

休日形態（実態と望ましい休日形態）

完全土日休み 4週8休 4週7休 4週6休 4週5休 日曜のみ 不定休 その他

週休２日の確保に向けたアンケートの実施結果

○ 技術者・技能労働者問わず半数以上が完全週休２日または４週８休が望ましいと考えている
が、実際は１５％程度しかとれていない。

N=1477

N=464

N=243

N=770

（平均5.4日）

（平均5.9日）

（平均5.3日）

（平均5.2日）
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週休２日の確保に向けたアンケートの実施結果

○ 元請け・下請け問わず、技術者のほとんどが月給制となっている
○ 一方で、技能労働者は６割以上が日給制となっている。

31.7

80.3

98.1

64.5

64.9

17.1

1.2

33.3

0.5

1.3

0.5

2.5

1.3

1.4

0.5

0.6

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技能労働者

下請技術者

元請技術者

全体

月給 日給 個人事業主等 出来高制 その他

N=439

N=161

N=76

N=202
35.6

84.4

98.0

61.7

63.2

15.0

1.7

37.5

0.5

0.6

0.4

0.7

0.3

0.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

技能労働者

下請技術者

元請技術者

全体

月給 日給 個人事業主等 出来高制 その他

N=1038

N=303

N=167

N=568

給与形態
週休２日モデル工事

給与形態
週休２日モデル工事以外
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0.60 0.70 0.80 0.90 1.00 1.10 1.20 1.30 1.40

元請技術者

下請技術者

技能労働者

1.01

0.95

0.98

4.8

4.7

4.8

5.3

5.2

5.2

0.0 1.0 2.0 3.0 4.0 5.0 6.0 7.0 8.0

0.60 0.70 0.80 0.90 1.00 1.10 1.20 1.30 1.40

元請技術者

下請技術者

技能労働者

週休２日の確保に向けたアンケートの実施結果

○ 週休２日モデル工事については、元請技術者を除いて日給制のほうが月給制より収入（月給）が
高いが、モデル工事以外はほぼ変わらない。

○ 休日は週休２日モデル工事の方が休日取得回数は多いものの、大きな差が表れていない。

※日給制給与は、休日形態（不定休、その他の者は除く）より、月
あたり作業日数を算出し、日給金額を乗じて算出（月給換算）。

日給 月給

（日給制／月給制） （日給制／月給制）

（月当たり休日取得日数） （月当たり休日取得日数）

日給 月給

週休２日モデル工事 週休２日モデル工事以外
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週休２日の確保に向けたアンケートの実施結果

○ 週休２日モデル工事の技能労働者のうち、約３割は収入が減ったと回答している。
○ 収入減少の要因は労働日数が減ったと答える者が圧倒的に多い。

※理由回答件数は延べ数

N=202

【収入変化の理由】

収入の変化

3万円以上増えた 1% 1～3万円程度増えた 1%

1～3万円程度減った 13%

3万円以上減った
16%

ほぼ変わらない
69%

収入の変化（月給） 理由 （複数回答可）
回答
件数

1～3万円程度減った 2:週休２日工事の週休日に他の現場で働いていたため 2

4:元々週休２日だったため 1

5:週休２日工事に従事することにより労働日数が減ったため 31

3万円以上減った 1:週休２日工事に従事することにより残業時間が増えたため 3

2:週休２日工事の週休日に他の現場で働いていたため 1

3:固定給のため 1

5:週休２日工事に従事することにより労働日数が減ったため 58

3万円以上増えた 5:週休２日工事に従事することにより労働日数が減ったため 2

ほぼ変わらない 1:週休２日工事に従事することにより残業時間が増えたため 3

2:週休２日工事の週休日に他の現場で働いていたため 33

3:固定給のため 46

4:元々週休２日だったため 22

5:週休二日工事に従事することにより労働日数が減ったため 4

6:その他 6
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将来に向けてのキャリアパス



年齢階層別の年収額

0

100

200

300

400

500

600

700

800

全労働者 建設業就業者 建設業生産労働者 製造業就業者 製造業生産労働者

参考：賃金構造基本統計調査（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）（厚生労働省）
年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額

（万円）
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技能者情報イメージ

建設キャリアアップシステムの構築

※蓄積されたデータは利用目的に応じて建設業界の関係者が閲覧

○ 将来にわたり建設産業の担い手を確保していく上で、建設技能労働者のキャリアアップの道筋を示す
こと、技能者が適正な評価と処遇を受けられていくことが重要

○ 技能者の資格等の情報や現場での就業履歴等を業界統一のルールで蓄積する「建設キャリアアップシ
ステム」の構築に向け、平成２９年度の運用開始を目標に官民で検討

建設キャリアアップシステム

• 現場管理の効率化 • 処遇改善
• 技能者の成長

建設IDカード

建設 太郎
000000111

・・・・・

建設 太郎
000000111

・・・・・

建設 太郎
000000111

・・・・・技能者

登録

現場Ａ

現場Ｂ

現場Ｃ

キャリアパス

• 受注機会の拡大

• 施工力と工事の品質の
向上

建設IDカード

建設 太郎
000000111

・・・・・

・本人情報
・社会保険
・資格 等

元請企業 専門工事業者 技能者

・資格取得
・研修受講ピッ！

カードの発行

技能者の情報をアピール

・社会保険加入
状況

就業履歴

本人情報

技能を
証明

経験を
証明

蓄積 登録

・保有資格
・研修受講履歴

等

蓄積

・就業履歴

技能者の情報を確認

（建設キャリアアップシステムイメージ）
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建設キャリアアップシステムの概要

○運営主体は（一財）建設業振興基金。
〇運用開始後１年で約100万人の登録を目指し、開始後５年を目途に全ての技能者の登録を目指す。

○事業者がシステムを利用するにあたっては、事業者の規模に応じた登録料、利用料の負担が必要。
〇システム利用料を負担した他の建設事業者は技能者本人及び所属事業者が同意した範囲内で技能者情報の閲覧が可能。

推奨情報
○保有資格
○研修受講履歴
○健康診断受診歴、労災保険特別加入の有無等

必須情報
○社会保険加入状況
○建退共手帳の有無

事業者情報
現場情報

就業履歴

技能者情報
本人情報（住所、氏名、生年月日、性別、国籍）

○技能者の経験が蓄積されるシステムを構築し、評価に応じた処遇改善などの技能者を巡る環境の改善等を目指す
○技能者の本人情報について、その真正性を確認した上で、各種情報を業界統一のルールで登録・蓄積するシステムとする
○簡易で低コストのシステムとする一方、個人情報の適切な保護にも留意する

１．基本理念・基本方針

２．登録する情報・利用手順

４．事業者のシステム利用・情報閲覧の範囲

５．システムの運営主体・普及目標

①技能者、事業者の申請（申請は任意）に基づき、振興基金が以下の情報をシステムに登録 ②元請が現場の開設時に以下の情報を登録

③現場入場時にカードリーダー等でカードを読み取る

○商号
○所在地
○建設業許可情報
許可番号・許可の有効期
間・建設業の種類

○現場名及び住所、元請事業者名
○工事の内容が分かる項目 等

○現場入場実績（日単位）
○従事した業務の立場 等

ピッ！

※上記の申請手続きは、利用者の利便性確保のため、インターネット申請、郵送申請、窓口申請の手法を認める

３．技能者に交付するカード（キャリアアップカード）

○技能者の申請に基づき、運転免許証等で本人確認をした上で交付。技能者は実費（3000円程度）を負担し、有効期間は10年。
○将来的には技能者の技能に応じた色分けを検討。当面は登録基幹技能者をゴールドカードとする。
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建設キャリアアップシステム 今後のスケジュール

平成２８年度 平成２９年度

調達準備
（要件定義、調達仕様書）

１０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

調達
（公示・提案・評価）

１１月 １２月

システムへの登録手続、利用方法の周知（説明会の開催等）

運用
開始

情報登録申請受付

システムテスト

システム開発

システムへの登録に向けた
周知

（説明会の開催等）

第３回コンソーシアム
○要件定義書の決定
○調達仕様書の決定
○評価基準の決定
○運営主体の決定

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月

基幹技能者
特別講習で

受付

システム開発システム開発システム開発

申請受付準備
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多能工の必要性、育成方法（栃木県建設産業団体連合会）

84

13

必要あり

必要なし

0 20 40 60 80 100
社

多能工の必要性

40

44

6

29

2

0 20 40 60

職長による実務教育

自社による集合教育

富士教育訓練機関等の活用

業界団体による集合教育

その他

社

多能工の育成方法について（複数回答有り）

出典：栃木県建設産業団体連合会 建設生産システム委員会 専門工事業部会資料

多能工が必要な理由

・工期の短縮や仕事に流れができて無駄がなくなる
・軽微な工事については自社工事の方が安価に施工できる
・お客様の要望にも幅広く対応できる。
・外注するほどでもない小規模工事等で限られた人数の中で、

自社施工するため。
・一業種だけでは受注が伸びない。
・現場での仕事が多様化している。
・施工可能業種の拡大、生産の安定性の確保、人材の有効活用

47

33

17

0 10 20 30 40 50

行っている

今後行う予定

行うつもりはない

社

多能工の育成

○約５割企業が多能工を育成しており、約９割の企業が多能工が必要と回答
〇多能工の育成方法については、約７割が自社又は職長による教育
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※一人親方



【機密性２】
建設業の労災保険特別加入者と雇無業主（労働力調査）の状況

出典：厚生労働省「労働者災害補償保険事業所年報」
※一部の数値については厚生労働省労働基準局から聞取り

215,532 

224,873 
243,959 

250,308 

271,357 
290,238 

307,040 
326,934 

347,310 
360,833 

368,046 
376,795 

397,199 
406,233 

423,971 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

54 54 

57 

56 56

58 58

57 57

56 56

58

57

58

59

51

52

53

54

55

56

57

58

59

60

建設業の一人親方の労災保険特別加入者数 建設業の「雇無業主(※)」の数

※ 自営業主のうち、従業者を雇わずに自分または自分と家族だけで
個人経営の事業を営む者

出典：総務省「労働力調査」

(人)
(万人)

不
明
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国勢調査における建設業の「雇人のない業主」（一人親方）の傾向

○H27年国勢調査における建設業の「雇人のない業主」（一人親方）は約49.4万人である。
（建設従業者に「植木職、造園師」4万人、「板金従事者等」2.5万人、塗装・看板制作従事者5万人が含まれない。）

○同調査での職種別割合は、「大工」が最も多く、次いで「電気」が高い割合を示している。
○同調査での年齢階層別割合は、「60代以上」の割合が最も多い。

大工
30.7%

電気
16.5%

配管
8.1%

左官
5.4%

土工
4.9%

タイル
2.1%

とび
2.0%

その他
30.3%

H27年国勢調査における建設業の「雇人のない業主」（一人親方）の傾向

職種別割合 年齢階層別割合

60代以上
36.6%

50代
21.2%

40代
25.8%

30代
13.6%

20代以下
2.8%

【国勢調査】
調査対象は我が国に住んでいるすべての人と世帯。
調査項目に「仕事の種類」、「従業上の地位」が含まれている。 24※出所：Ｈ２７年国勢調査を元に国土交通省で作成



全建総連の賃金実態調査における一人親方の年収と１日当たりの賃金

○全建総連の賃金実態調査によれば、年収や１日あたりの賃金は以下のようになっているが、一人親方と労
働者の所得水準は、請負代金か賃金かの差異、課税の方法の差異などから、一概には比較できない。

全建総連の賃金実態調査における一人親方の前年の年収と１日当たりの賃金

前年の年収 １日当たりの賃金

0
50

100
150
200
250
300
350
400
450

Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度

労働者 一人親方

0
2000
4000
6000
8000

10000
12000
14000
16000
18000

Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度

労働者 一人親方

単位：百万円 単位：円
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※出所：全建総連の賃金実態調査を元に国土交通省で作成



全建総連の賃金実態調査における一人親方の1ヶ月当たりの労働日数と1日当たりの労働時間

○一人親方の1ヶ月当たりの労働日数（H24年度～H28年度の平均：21.4日）と1日当たりの労働時間（H24年
度～H28年度の平均：8.34時間）は、労働者の1ヶ月当たりの労働日数（H24年度～H28年度の平均： 22.1日）
と1日当たりの労働時間（H24年度～H28年度の平均：8.39時間）を下回る傾向にある。

全建総連の賃金実態調査における一人親方の労働日数と労働時間

1ヶ月当たりの労働日数 1日当たりの労働時間

単位：日 単位：時間

0

5

10

15

20

25

Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度

労働者 一人親方

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

Ｈ24年度 Ｈ25年度 Ｈ26年度 Ｈ27年度 Ｈ28年度

労働者 一人親方

26※出所：全建総連の賃金実態調査を元に国土交通省で作成



※外国人材



建設分野における外国人材の活用に係る緊急措置(外国人建設就労者受入事業)

○ 復興事業の更なる加速を図りつつ、2020年オリンピック･パラリンピック東京大会の関連施設整備等による当面の一時的な
建設需要の増大に対応するため必要となる技能労働者については、まずは、就労環境の改善、教育訓練の充実強化等に
よって、離職者の再入職や高齢層の踏み止まりなどにより、国内での確保に最大限努めることが基本。

→ その上で、当面の一時的な建設需要の増大への緊急かつ時限的措置（2020年度で終了）として、国内での人材確保・育
成と併せて、即戦力となり得る外国人材（技能実習修了者）の活用促進を図り、大会の成功に万全を期する。

建設分野における外国人材の活用に
係る緊急措置(平成26年4月4日関係
閣僚会議とりまとめ)より抜粋
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特定監理団体、適正監理計画、外国人建設就労者の状況

〇 平成２８年１２月３１日現在の認定状況、受入状況は以下のとおり。
➢特定監理団体 ・・・ １２９団体
➢適正監理計画 ・・・ ５１１計画（５０２企業）
➢外国人建設就労者・・・ １,２１３名

〇 外国人建設就労者については、平成28年度末までに1,900名程度が入国予定（認定済みの適正監理計画
から集計）。

地域別の状況

地域
特定監理
団体

受入建設
企業

外国人建
設就労者

北海道
東北 6 20 46

関東 52 250 529

北陸 5 26 42

中部 23 76 243

近畿 23 66 158

中国 13 49 143

四国 4 5 11

九州 3 10 41

合計 129
(団体)

502
(企業)

1,213
(人)

国籍別の状況

職種別の状況

単位：人

単位：人

単位：人

区分 受入人数

継続 162

再入国 1,051

合計 1,213

継続・再入国の別単月ごとの受入人数の推移

1 0
22 15

34 26 38 44 51 58

108

67
52 49

100
107

76
98

120 147

0

40

80

120

160

5月 7月 9月 11月 1月 3月 5月 7月 9月 11月

国名 中国
フィリピ

ン
ベトナム

インド
ネシア

ミャン
マー

タイ モンゴル ネパール
カンボ
ジア

ラオス
バング

ラデシュ
合計

人数 463 260 241 195 18 13 8 7 3 3 2 1,213

職種 とび 鉄筋施工 建築大工 溶接 型枠施工 塗装
建設機
械施工

左官
コンクリー
ト圧送施工 配管 鉄工

人数 223 204 189 173 131 44 42 36 32 27 23

建築板金 防水施工
内装仕上
げ施工

タイル
張り

建具製作 石材施工
冷凍空気調
和機器施工

かわら
ぶき

サッシ
施工

熱絶縁
施工

表装 合計

22 19 18 8 6 3 3 3 3 2 2 1,213
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外国人技能実習制度の建設分野における活用状況

◆H27年度に建設分野での技能実習を開始した外国人は12,767人。

◆中国からの技能実習生数が伸び悩む一方で、ベトナム、インドネシア、フィリピン等からの来日数が急増

◆建設分野の対象職種・作業は、２１職種３１作業。

建設関係の国籍別 技能実習申請者の状況 （単位：人）

国 籍
平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

平成23
年度

平成24
年度

平成25
年度

平成26
年度

平成27
年度

【参考】
平成13年

度～
平成27年度
累計人数

合 計 5,918 4,859 3,543 3,679 4,595 5,347 7,759 12,767 68,430

中 国 4,746 3,831 2,634 2,758 3,253 3,299 3,342 3,121 41,931

ベ ト ナ ム 291 278 239 346 491 1,001 2,604 6,750 12,816

インドネシア 363 253 246 239 313 380 610 871 5,741

フィリピン 401 412 325 227 392 457 847 1,279 5,436

モ ン ゴ ル 50 34 38 47 64 87 71 100 705

カンボジア 0 6 27 27 37 28 89 261 475

タ イ 36 25 12 18 32 48 131 194 693

スリランカ 6 2 7 7 0 9 5 18 64

ネパール 0 0 3 6 10 15 17 28 79

ミャンマー 24 3 10 4 0 6 21 117 236

マレーシア 0 4 2 0 0 5 0 6 103

ラオス 1 11 0 0 3 0 11 3 109

ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｨｼｭ 0 0 0 0 0 12 11 19 42

(注) １．建設業種の技能実習2号移行対象職種：21職種31作業（建築塗装作業と鋼橋塗装作業は除く）。
（ 出典 ： 公益財団法人 国際研修協力機構（JITCO)より ）

平成27年度 建設分野の職種別・国籍別技能実習２号移行申請者の状況 （単位：人）

職種名＼
国別

中国 ベトナム
インド
ネシア

フィリ
ピン

モン
ゴル

カン
ボジ
ア

タイ
スリラ
ンカ

ネパー
ル

ミャン
マー

マレー
シア

ラオ
ス

バン
グラ
デ

シュ

総計

とび 837 1,820 97 179 29 50 32 4 16 18 12 3,094 

鉄筋施工 384 946 322 360 26 69 32 27 5 2,171 

型枠施工 512 1,015 175 241 17 71 21 2 5 25 2 2,086 

建築大工 207 473 62 199 21 12 1 7 982 

内装仕上げ施工 412 432 36 14 2 7 9 1 9 922 

建設機械施工 139 618 54 101 2 7 10 5 6 14 2 958 

左官 129 319 19 22 6 7 1 2 505 

防水施工 85 220 47 32 9 3 13 3 8 420 

配管 101 277 16 33 11 13 3 3 2 459 

建具製作 48 45 2 5 2 11 113 

タイル張り 42 111 3 38 3 6 203 

コンクリート圧
送施工 14 102 8 2 126 

石材施工 43 43 6 1 93 

建築板金 39 49 12 6 3 8 117 

かわらぶき 20 79 2 3 3 107 

冷凍空気調
和機器施工

21 33 15 7 2 5 3 2 88 

サッシ施工 27 37 4 5 73 

表装 26 76 8 110 

熱絶縁施工 26 31 3 24 3 4 12 1 104 

さく井 9 20 3 32 

ウェルポイント施
工 4 4 
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技能実習生の受入れ推移（2号移行人数の推移）

人（業種ごと） 人（計）

12.8%
12.0%

1.1%
1.2%

8.5%

10.3%

13.1%

17.3%

13.1%

13.2%

21.3%

13.6%

21.9%

19.8%

21.3%
22.7%

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度 ２０１５年度

農業 漁業 建設

食料品製造関係 繊維・衣服製造関係 機械・金属製造関係

その他

8,856 

594 913 

4,595 5,347 
7,759 

12,767 

7,043 9,773 

10,061 

11,775 14,632 

11,459 

16,758 

53,791 

73,760 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

２０１２年度 ２０１３年度 ２０１４年度 ２０１５年度

農業 漁業 建設

食料品製造関係 繊維・衣服製造関係 機械・金属製造関係

その他 計

技能実習2号移行者数 技能実習2号移行者数に占める職種ごとの割合

○ 2012 年度から 2015 年度にかけて、技能実習生（2 号移行者数）は約 2 万人の増加（37.1％増加）

○ 2 号移行職種において受入れ人数（+ 8,172 人）、職種ごとの割合（+ 8.8%）ともに建設業が最も増加
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【参考】 建設業における働き方に関する建設業界の各委員の意見（第2回会議資料抜粋）

岡本委員
（日建連）

・技能労働者の処遇改善（給与水準、社会保険加入、完全週休２日等）

・適正価格、適正工期での発注

・i-Constructionの推進、適切・円滑な設計変更、工程管理情報の開示・共有化、書類の簡素化、適正なロットでの発注等

・施工時期の平準化

・完全週休２日の実現（法的拘束力を含む制度作り、技能労働者の給与確保、発注者への理解促進）

矢口委員
（日建連）

・（建設業界としての生産性の一層の向上に取り組むと共に）適正工期の確保及び完全週休２日制の実現による、建設業に従事する

人々の生活の質の向上と、将来の担い手確保

岩田委員
（全建）

・日給制から月給制への転換による週休２日の実現。労働環境の改善による女性の技術者・技能者の拡大

・適正工期、適正予定価格に向けた発注者との意見交換の継続

・労働生産性を高めるためのICTの活用。橋梁点検、補修機械の自動化

・各現場に共通する経理、調達、ＩＣＴ関連データ処理、竣工書類作成などを本社がまとめて実施する体制を充実させ、現場の監理技術

者の負担を軽減

・発注者、コンサル、施工者一体の情報共有、書類削減

・生産性向上のため、工事関係書類の簡素化、設計図書の精度向上、ワンデーレスポンスの徹底、余裕を持った工期設定が必要

土志田委員
（全中建）

・１０年後、生産性の向上は頭打ちとなると予想でき、技術の伝承（勘と経験）がより重要度を増す

・伝承する為の若手（女性含む）の入職は待ったなしの最重要課題

・そのような中、週休２日制の導入等を実践しつつ、いかに企業に経営を行わせるかにあたっては、入契法・会計法・地方自治法・建設

業法等の大改革が必要

・建設産業が他産業に肩を並べるには若手の入職が重要。「給料高い・休日多い・希望が持てる」など、頑張った技術者・技能者は「持

ち家」が持てるくらいの産業にし、世間にＰＲしていくことが不可欠

才賀委員
（建専連）

・社会保険加入、適正賃金確保、週休２日が実現できなければ技能労働者は減少する。官民一体となって取り組む必要

・技術者、技能労働者の不足を解消するための、適正工期の確保、週休２日の完全実施、労働環境の改善

・若年労働者の確保（イメージアップ戦略の確立、生涯賃金の提示、スキルアップの具体的明示、休日の確保、教育計画の作成、教育

を行う人材の教育、人材評価の基準明確化）

野村委員
（日空衛）

・若年層の確保・育成と併せて、女性技術者や高年齢者層の活躍・定着を図る（休日確保等のＷＬＢ、育児休暇等がハンディキャップに

ならない環境整備、時短勤務、フレックス制等）

・長時間労働の是正、休日確保、日給制の改善等について、官民が連携して対応する必要

西村委員
（住団連）

・労働時間選択制、シフト制、在宅勤務等による、多様な技術者・技能者の働きやすい環境の整備

・他産業への流出を防ぐ就労環境の改善 32


